
  参考条文（要請書の別添１） 

○ 職業安定法（昭和２２年法律第１４１号）（抄） 

 

第５条の３  公共職業安定所及び職業紹介事業者、労働者の募集を行う者及び募集受託者

並びに労働者供給事業者は、それぞれ、職業紹介、労働者の募集又は労働者供給に当た

り、求職者、募集に応じて労働者になろうとする者又は供給される労働者に対し、その

者が従事すべき業務の内容及び賃金、労働時間その他の労働条件を明示しなければなら

ない。  

② 求人者は求人の申込みに当たり公共職業安定所又は職業紹介事業者に対し、労働者供

給を受けようとする者はあらかじめ労働者供給事業者に対し、それぞれ、求職者又は供

給される労働者が従事すべき業務の内容及び賃金、労働時間その他の労働条件を明示し

なければならない。 

③ 前２項の規定による明示は、賃金及び労働時間に関する事項その他の厚生労働省令で

定める事項については、厚生労働省令で定める方法により行わなければならない。  

 

 

○ 職業安定法施行規則（昭和２２年労働省令第１２号）（抄） 

 

第４条の２  法第５条の３第３項の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。  

 一  労働者が従事すべき業務の内容に関する事項  

 二  労働契約の期間に関する事項  

 三  就業の場所に関する事項  

 四  始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間及び休日に関す

る事項  

 五  賃金の額に関する事項  

 六  健康保険法による健康保険、厚生年金保険法による厚生年金、労働者災害補償保険

法による労働者災害補償保険及び雇用保険法による雇用保険の適用に関する事項  

２～４ （略） 
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http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%8b%e3%96%40%88%ea%88%ea%98%5a&REF_NAME=%8c%d9%97%70%95%db%8c%af%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=


 

○ 職業紹介事業者、労働者の募集を行う者、募集受託者、労働者供給事業者等が均等待遇、

労働条件等の明示、求職者等の個人情報の取扱い、職業紹介事業者の責務、募集内容の的

確な表示等に関して適切に対処するための指針（平成１１年労働省告示第１４１号）（抄） 

 

第三 法第五条の三及び第四十二条に関する事項（労働条件等の明示及び募集内容の的確

な表示） 

  職業紹介事業者、労働者の募集を行う者、募集受託者及び労働者供給事業者(以下「職 

業紹介事業者等」という。)は、法第五条の三第一項の規定に基づき、求職者、募集に

応じて労働者になろうとする者又は供給される労働者(以下「求職者等」という。)に対

し、その者が従事すべき業務の内容及び労働条件(以下「労働条件等」という。)を明示

するに当たっては、次に掲げる事項に配慮すること。 

 一 明示する労働条件等は、虚偽又は誇大な内容としないこと。 

 二 求職者等に具体的に理解されるものとなるよう、労働条件等の水準、範囲等を可能

な限り限定すること。 

 三 求職者等が従事すべき業務の内容に関しては、職場環境を含め、可能な限り具体的

かつ詳細に明示すること。 

 四 労働時間に関しては、始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働、休憩時間、

休日等について明示すること。 

 五 賃金に関しては、賃金形態(月給、日給、時給等の区分)、基本給、定額的に支払わ

れる手当、通勤手当、昇給に関する事項等について明示すること。 

 六 明示する労働条件等の内容が労働契約締結時の労働条件等と異なることとなる可能

性がある場合は、その旨を併せて明示するとともに、労働条件等が既に明示した内容

と異なることとなった場合には、当該明示を受けた求職者等に速やかに知らせること。 

 七 労働者の募集を行う者は、労働条件等の明示を行うに当たって労働条件等の事項の

一部を別途明示することとするときは、その旨を併せて明示すること。 

 

 


